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II    参考分析資料
1-1    景気上昇,後退局面における雇用および所定外労働時間の変化

今回および過去における景気上昇局面(後退初期局面を含む)における雇用,所定外労働時間の動きを実質
GNP(産業計),生産指数(製造業)との関連でみると,次のとおりである。各指標はいずれも景気の谷を100と
して算出したものである。

図表

(1) 雇 用

「労働力調査」による雇用者数の動きを実質GNPとの関連でみると,今回の景気局面における雇用の増加
は41,42年なみの大きな増加となっている( 第1図 )。また,「毎月勤労統計調査」による常用雇用指数でみ
ても41,42年の回復時とほとんど変わらない増加テンポとなっている( 第2図 )。

特に今回は製造業常用雇用の増勢が目立っている。製造業雇用者数と生産指数とを比較すると,今回は
53,54年の回復時を上回り,47,48年時と同じテンポとなっている( 第3図 )。また,常用雇用については過去
の局面を上回る増勢を示している( 第4図 )。これは,機械関連業種における堅調な雇用増が製造業全体の
雇用を押し上げたためである。

(2) 所定外労働時間

所定外労働時間の増加を実質GNPとの比較でみると,今回および53,54年においては40年代の回復時を上回
る増勢を示している( 第5図 )。製造業では今回は53,54年ないし42,43年とほぼ同程度の増勢となっている
( 第6図 )。製造業のみならず,非製造業においても所定外労働時間への依存傾向を強めているといえる。

第1図 雇用者数の動き
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第2図 常用雇用指数の動き

第3図 雇用者数の動き
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第4図 常用雇用指数の動き

第5図 所定外労働時間の動き
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第6図 所定外労働時間の動き
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II    参考分析資料
1-2    労働力調査フローデータの修正

1 修正理由

「労働力調査」は同じ調査世帯を2か月続けて調査し,各月ごとに調査世帯が2分の1ずつ交代する調査方
法をとっている。フローデータはこうした調査方法を利用して,すでに2か月間の調査を終えた,2分の1の
調査世帯を対象に前月から今月にかけての労働力状態の変化を集計したものである。集計対象は調査世
帯の2分の1であるが第1表にみるように前月・総数欄の今月・15歳以上人口の数値が,毎月公表されてい
る15歳以上人口の数値に合うように復元集計されている。

フローデータは第1表にみるように,表頭に前月の状態(15歳以上人口,労働力状態の内訳,前月14歳で今月
15歳となった者,前月いなくて今月調査対象となった者(転入者)),表側に今月の状態(15歳以上人口,労働力
状態の内訳,前月調査対象で今月いなくなった者(死亡者,転出者))がおかれており,フローデータの数値を横
の行でみていくと,今月のある労働力状態の者について前月の労働力状態の内訳がわかり,また縦の列でみ
ていくと,前月のある労働力状態の者について今月どのような労働力状態になっているかその内訳がわか
る。

このためにフローデータは月々の労働力状態の変化を分析する上で貴重な情報を提供してくれる。

しかしながら,フローデータは2分の1の調査世帯を集計対象としていること,前月の欄に転入者,今月の欄に
転出者を含んでいることから,全部の調査世帯を集計して得られる毎月の公表数値について,その月々の労
働力状態の変化を正確にフォローするには,利用上の限界がある。

この点について第1表をもとに説明しよう。

1) 前月の欄が総数である縦の列についてみると,今月15歳以上人口は公表数値と一致するが,労働力
人口は昭和60年4月,11月とも公表数値を下回り,反対に非労働力人口は公表数値を上回る。 

2) 今月の欄が総数である横の行についてみると,転入者が計上されていることから,前月の15歳以上
人口は公表数値を下回り,労働力人口,非労働力人口とも公表数値を下回っている。ちなみに転入者
は年間を通してみると4月がもっとも多くなる。また転出者は3月がもっとも多くなる。 

3) 横の行の計である前月の総数,縦の列の計である今月の総数が毎月の公表数値に合つていないた
めに,フローデータの個々の数値は月々の公表数値に関する労働力状態の変化を示すものとはなって
いない。 

フローデータの修正は,以上のような利用上の限界をなくすことをねらいとして試みるものである。しか
し正確にフローデータを修正するにはサンプルが2分の1であることにともなう過大,過小推計を解消する
こと,転入者,転出者についての労働力状態の異動の情報が必要なことから事実上不可能である。

そこでフローデータの持つている労働力状態異動の情報を最大限折り込みつつ,月々の公表数値をフォ
ローする新しいフローデータを作成するために,以下のような方法でフローデータの修正を試みた。

第1表 フローデータと修正フローデータ
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2 修正方法

1) 横の行の計である前月・総数の欄の各労働力状態の数値を今月の公表数値に置き換える。縦の列
の計である今月・総数の欄の各労働力状態の数値を前月の公表数値に置き換える(第1表では(( ))で
示されている)。 

2) 前月いなくて今月いた者(転入者)は縦の列についてすべて0人とする。 

3) 前月14歳で今月15歳となった者の数値は縦の列についてすべてフローデータの数値をそのまま
利用する。 
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4) 今月・総数の横の行について,前月15歳以上人口に前月14歳以下で今月15歳となった者の数値を
加えて総数の数値とする。 

5) 前月,総数の縦の列について,4)で求めた総数から今月15歳以上人口を差し引いて前月いて死亡の
ため今月いなかった者(死亡者)の数値とする。これにより転出者はO人となる。今月・死亡者の横
の行について,前月15歳以上人口は総数と同じ数値とし,労働力人口と非労働力人田よフローデータ
の数値をもとに比例配分して求める。完全失業者はO人とする。 

6) 前月・ 15歳以上人口の縦の列の各数値は,横の行でみて総数から前月14歳で今月15歳となった者
を差し引いて求める。また今月・ 15歳以上人口の横の行の各数値は縦の列でみて総数から死亡者を
差し引いて求める。 

7) 労働力人口と非労働力人口との間のフローの数値を求める。以下は下表の記号をもとに説明す
る。 

図表

L 0 ,N 0 ,L 1 ,N 1 は6)により求められている。( )内には男子の60年11月の数値を例示した。ただしTはT＝
L 1 ＋N 1 ＝L 0 ＋N 0 により求めた。ll,nl,,ln,nnの間には次の式が成り立つ。

ll＋nl＝L 1 ……(1)

ln＋nn＝N 1 ……(2)

ll＋ln＝L 0 ……(3)

nl＋nn＝N 0 ……(4)

この式にα＝(nl＋ln)/Tの数値を―与えると上式の未知数が求まる。αは労働力人口と非労働力人口との
間の異動率を示すものである。この異動率をフローデータから求める(α＝(nl＋ln)/(ll＋nl＋ln＋nn),￣は
フローデータであることを示す)。

β＝1-αとすると(1)式と(3)を加えて

ll＝(L 1 -N 0 ＋βT)/2

nl＝(L 1 -L 0 ＋αT)/2

(2)式と(3)を加えて

nn＝(N 1 -L 0 ＋βT)/2

ln＝(N 1 -N 0 ＋αT)/2
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が求まる。

8) 前月・非労働力人口の縦の列について,就業者と完全失業者の内訳を7)で求めた労働力人口の数値
をフローデータの就業者と完全失業者で比例配分する。また同様の方法により今月・非労働力人口
の横の行について,就業者と完全失業者の内訳を求める。 

9) 前月・労働力人口の縦の列の就業者と完全失業者の内訳は,横の行でみて15歳以上から非労働力
人口を差し引いて求める。また同様の方法により,今月・労働力人口の横の行の就業者と完全失業者
の内訳を求める。 

10) 就業者と完全失業者との間のフローの数値を求める。計算方法は7)と同じ方法による。 

図表

( )内は男子の60年11月の数値であり,9)で求めたものである。またSはS＝E 0 ＋U 0 =E 1 ＋U 1 である。γ
＝(ue＋eu)/S＝(ue＋eu)/(ee＋ue＋eu＋uu)(￣はフローデータであることを示す)とすることにより(δ＝
1-γとする)

ee＝(E 1 -U 0 ＋δS)/2

ue＝(E 1 -E 0 ＋γS)/2

uu＝(U 1 -E 0 +. ＋δS)/2

eu＝(U 1 -U 0 ＋γS)/2

で求まる。

以上1)～10)の手順で修正したフローデータが得られる。修正フローデータの各数値が1)～10)までのどの
段階で得られたかを整理すると下表のとおりである。

図表
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3 修正フローデータの利用例

修正フローデータを用いた完全失業者の変動の分析を例示する。

(1) 完全失業者の対前月差

U t -U t-1 ＝eu t -ue t ＋nu t -un t ……(1)

U t ,U t-1 ;今月,前月の完全失業者数

eu t ;前月就業者で今月完全失業者ue t ;前月完全失業者で今月就業者

nu t ;前月非労働力人口で今月完全失業者

un t ;前月完全失業者で今月非労働力人口

対前月差には季節変動があるので同じ月で比較する必要がある。次表は各年11月の男女別のデータであ
る。

第2表 完全失業者対前月差のフロー分析
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男子では60年11月の増加は失業者の就業化が減少したことによる。女子は非労働力化する動きが鈍つて
いることから減少幅が小さくなっている。なお,59年との比較では就業者からの失業化が増えているが反
面非労働力からの失業化が減少している。

(2) 完全失業者数の対前年同月差

対前年同月差は(1)式を12か月間累計すれば求められる。

数式

対前年同月差には季節変動が除去されているのでどの月でも比較可能である。

第3表,第1図が最近の完全失業者の対前年同月差とフローの変化を示したものである。男子の完全失業者
は最近増加に転じているが,フロー面からみると,失業者の就業化の動きが60年年央から低下している中
で,10,11月と就業者の失業化が増えている。また女子の完全失業者は60年年央から就業者の失業化が緩や
かに高まっている一方,非労働力人口の失業化の動きが低下しているために完全失業者の増加テンポを鈍
くしている。

(3) 完結失業期間

完全失業者に関するフローの流れが定常状態であれば,失業期間の期待値(期待完結失業期間)は次の式で
求まる。

数式

修正フローデータによる59年平均では

図表
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第3表 完全失業者の対前年同月差のフロー分析

第1図 完全失業者変動要因のフロー分析
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II    参考分析資料
1-3    欧米における労働分配率の変動

労働分配率の変化率は実質雇用者所得(1時間当たり)の増加率,実質国民経済生産性(1時間当たり)上昇率および交易条
件変化率に分けることができる。欧米主要国の労働分配率の変化をこのように分けてみたのが第1図である。

また,同じく欧米主要国について景気変動と労働分配率との関連をみるために,実質経済成長率との単相関係数を算出
し,同時に労働分配率の変動係数を算出したのが第1表である。

これらには次のような特徴がみられる。

1) アメリカの労働分配率の変動係数は欧州3ヵ国よりも小さい。これは,アメリカの実質雇用者所得増加率,実質
国民経済生産性上昇率の変動が小さいためである。 

2) 各国とも1975年以降,実質雇用者所得増加率,実質国民経済生産性上昇率の縮小から労働分配率の変動幅が小さ
くなっている。 

3) 景気変動との関連での労働分配率の変動をみるとフランスがもっとも密接に変動している。 

第1図 欧米の労働分配率の変動要因
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第1表 欧米主要国の労働分配率変化率,実質雇用者所得増加率,実質国民経済生産性上昇率と実質経済成長率との単相関

係数および労働分配率の変動係数
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